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 No.224  

起因過程の不確かさの影響評価（感度解析）について 

（ULOF及び UTOP） 

 

1. 概要  

炉心流量喪失時原子炉停止機能喪失（以下「ULOF」という。）及び過出力時原子炉停止機能喪失（以

下「UTOP」という。）に関する格納容器破損防止措置の有効性評価として実施した、ＳＡＳ４Ａによ

る起因過程の解析（以下「基本ケース」という。）に対し、起因過程の不確かさの影響評価として、

評価の初期条件や解析条件、評価において重要となる物理現象（以下「重要現象」という。）のうち、

評価結果に影響を与え得る主な不確かさを考慮した評価（以下「感度解析」という。）を行った。 

以下に考慮する不確かさと不確かさの影響評価の結果を記す。 

 

2. 考慮する不確かさ  

評価項目に影響を及ぼすパラメータの計算に関わる重要現象については、「多量の放射性物質等を

放出する事故の拡大の防止に係る炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置の有効性評価に使用

する計算コードについて」にその抽出結果を示すとおりである。このうち、計算コードのモデルに関

する不確かさとしては、核分裂生成物（以下「FP」という。）ガス保持量の不確かさの影響を評価す

る。また、解析条件に関する不確かさとしては、制御棒引抜き反応度、ナトリウムボイド反応度、ド

ップラ反応度、燃料の軸伸び及び燃料破損条件の不確かさの影響を評価する。考慮する不確かさ幅

は、評価項目に影響するパラメータの計算結果を厳しくするように以下のとおり保守的に設定する。

また、その概要を ULOF及び UTOPについて第 2.1表及び第 2.2表にそれぞれ示す。 

1）FP ガス保持量：燃料ペレット中の FP ガスの保持量はＳＡＳ４Ａの定常照射挙動モデルの計算

値に対して、負の反応度効果を持つ破損燃料の分散移動の駆動力となる FPガス圧力の効果を無

視する。 

2）制御棒引抜き反応度：反応度挿入曲線の傾きが最大となる制御棒位置を想定するとともに制御

棒引抜に伴う傾きの減少を無視し、さらに、実効遅発中性子割合の不確かさ等の安全余裕を考

慮して、反応度添加率を約 4.2￠／sで一定とした。 

3）ナトリウムボイド反応度：炉心の核設計においては 30%の不確かさを考慮している。ナトリウ

ムボイド反応度は、炉心の極一部の領域を除いておおむね負である。評価項目に影響を及ぼす

パラメータである反応度を大きく計算するため、第 2.1 図に示すとおり、正の領域では 1.3 倍

に、負の領域では 0.7倍に設定する。 

4）ドップラ反応度：ナトリウムボイド反応度と同様に、炉心核設計で考慮される不確かさは 30%

である。ドップラ反応度係数は負で、起因過程のドップラ反応度は ULOFでは正、UTOPでは負と

なり、評価項目に影響を及ぼすパラメータである反応度を大きく計算するため、ULOF では 1.3

倍、UTOPでは 0.7倍に設定する。 

5）燃料の軸伸び：ナトリウムボイド反応度と同様に、炉心核設計で考慮される燃料密度反応度の

不確かさは 30%である。起因過程の ULOF の事故シーケンスでは、燃料は収縮し反応度変化が正

となり、UTOP の事故シーケンスでは燃料は膨張し反応度変化が負となる。評価項目に影響を及
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ぼすパラメータである反応度を大きく計算するため、ULOFでは 1.3倍、UTOPでは 0.7倍に設定

する。 

6）燃料破損条件：UTOPの基本ケースでは 20%断面溶融割合で破損判定を行っているが、不確かさ

としては負の反応度効果を有する破損燃料の移動を抑制するとともに、損傷領域の拡大のため

に燃料溶融開始直後に破損するように設定する。また、それとは別に、念のため負の反応度投入

自体を遅らせた場合の影響を調べるため、50%断面溶融割合の条件で破損するように設定する。

ULOF の基本ケースでは燃料溶融開始直後に破損するように設定しており、既に十分に保守的な

条件であるため、ULOFでは燃料破損条件に係る不確かさの影響評価は行わない。 

これらの重要現象及び解析条件の間には物理的相関はなく、互いに独立であると判断されるため、

それぞれ保守的に設定した不確かさを重ね合わせることは過度に保守的な想定となる。そこで、感度

解析においては保守的な条件の重畳は行わず、基本ケースに対してそれぞれの不確かさの影響を評

価した。 

 

3. 解析条件 

解析体系や解析に用いる反応度係数、過渡条件といった各種条件は、「第 53条（多量の放射性物質

等を放出する事故の拡大の防止）に係る説明書（その 3：格納容器破損防止措置） 別紙 5」に示す

基本ケースの値を用いる。解析で用いるＳＡＳチャンネル（炉心を構成する燃料集合体をグループ化

したもの）の配置図を第 3.1図に、解析体系を第 3.2図に示す。 

感度解析における解析ケースとしては、基本ケースに対して上記又は第 2.1 表及び第 2.2 表に示

す不確かさを個々に保守的に考慮したケースとする。 

 

4. 不確かさの影響評価 

4.1 ULOF 

主な解析結果を第 4.1.1 表に示す。また、反応度履歴を第 4.1.1 図及び第 4.1.2 図に、出力履歴

を第 4.1.3図及び第 4.1.4図に示す。 

 

(1) 基本ケース 

基本ケースにおいては、1次主循環ポンプの主電動機の停止によって冷却材流量が減少し、出

力－流量比が最も大きいチャンネル（チャンネル 12（炉心燃料集合体数：2））で冷却材が沸騰

し、被覆管の溶融及び移動によって燃料要素は損傷し、燃料の溶融によって燃料崩壊に至るが、

冷却材温度の上昇に伴う反応度の減少と、破損した燃料の分散に伴う反応度の減少によって原

子炉出力は低下し、起因過程の範囲では炉心は部分的な損傷にとどまった。基本ケースでは、沸

騰に至る集合体数、被覆管が溶融及び移動によって燃料要素の損傷に至った集合体数及び燃料

崩壊に至る集合体数は、いずれも 2集合体だけであった。また、反応度は、事象全体を通じて負

の範囲にとどまり臨界（0.0$）を超えることはなく、エネルギー放出の指標である炉心平均燃料

温度（全炉心領域のある時点における燃料の空間的な平均温度）は、起因過程の早い段階に初期

値の約 1,020℃から最大値の約 1,030℃まで上昇した後に低下し、その後も大きく上昇すること

はなかった。 
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(2) ナトリウムボイド反応度ケース 

ナトリウムボイド反応度ケースについては、基本ケースに比べて過渡開始直後から反応度の

減少が若干緩やかになり、沸騰開始時刻や燃料崩壊時刻が早くなっている。ULOF ではナトリウ

ムボイド反応度による反応度変化量が他の反応度に比べて大きいため、不確かさを考慮したこ

とによる反応度変化量も他のケースに比べて大きくなっている。この結果、冷却材が沸騰するチ

ャンネルの数が増加し、被覆管の溶融に至るチャンネルの数も増加するが、炉心全体では負の冷

却材密度反応度及びナトリウムボイド反応度が卓越しているため、基本ケースと同様に未臨界

の状態が維持される。燃料崩壊に至るチャンネルは基本ケースと同様にチャンネル 12のみであ

り、時刻約 60.0 秒でチャンネル 12 のラッパ管の温度が融点まで上昇し、ＳＡＳ４Ａの適用限

界に達する。 

以上のとおり、ナトリウムボイド反応度の不確かさを保守的に考慮したことによって事象進

展が速くなり、基本ケースに比べて沸騰及び損傷に至る集合体数が増加した。しかしながら、沸

騰に至った集合体数は 6 集合体に留まり、被覆管が溶融及び移動によって燃料要素の損傷に至

った集合体は 5 集合体、燃料崩壊に至った集合体は 2 集合体と、炉心は部分的な損傷にとどま

った。また、損傷集合体の数は 5 集合体に増加しているが、その内の 3 集合体は被覆管の溶融

に至っただけで燃料は流動化していない。炉心全体の燃料分布は基本ケースと大きく変わらず、

遷移過程の事象推移に大きな影響を与えることはない。加えて、反応度推移に関しても大きな差

はなく、基本ケースと同様、事象全体を通じて反応度は負の範囲にとどまり臨界（0.0$）を超え

ることはなかった。 

 

(3) ドップラ反応度ケース 

ドップラ反応度ケースについても、ナトリウムボイド反応度ケースと同様、基本ケースに比べ

て過渡開始直後から反応度の減少が若干緩やかになり、沸騰開始時刻や燃料崩壊時刻が早くな

っている。しかしながら、ドップラ反応度による反応度変化量はナトリウムボイド反応度による

反応度変化量に比べて小さく、事象進展への影響度は小さい。沸騰に至る集合体数、被覆管が溶

融及び移動によって燃料要素の損傷に至った集合体数及び燃料崩壊に至る集合体数は、いずれ

も基本ケースと同じ 2集合体で、反応度推移についても大きな差はなかった。また、今回の評価

では構造材のドップラ反応度については考慮していないが、燃料のドップラ反応度に比べると

小さく、ドップラ反応度ケースと基本ケースとの比較でも分かるように燃料のドップラ反応度

に 30%の不確かさを考慮したとしても事象進展への影響は僅少であることから、構造材のドップ

ラ反応度を考慮しなくても評価に大きな影響はない。 

 

(4) 燃料の軸伸びケース 

燃料の軸伸びケースについても、ナトリウムボイド反応度ケースと同様、基本ケースに比べて

過渡開始直後から反応度の減少が若干緩やかになり、沸騰開始時刻や燃料崩壊時刻が早くなっ

ている。しかしながら、軸伸び反応度による反応度変化量は、ナトリウムボイド反応度による反

応度変化量に比べて小さく、事象進展への影響度は小さい。沸騰に至る集合体数、被覆管が溶融
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及び移動によって燃料要素の損傷に至った集合体数及び燃料崩壊に至る集合体数は、いずれも

基本ケースと同じ 2集合体で、反応度推移についても大きな差はなかった。 

 

(5) FPガス保持量ケース 

FPガス保持量ケースは、FPガスの保持量を 0%（解析上は微少量）に減じているが、破損燃料

の分散移動の駆動力となる FP ガス圧力の効果を無視するために、解析上は破損時の FP ガスの

保持量を減じるため、破損前までの挙動は基本ケースと同一である。また、破損後の挙動に関し

ても基本ケースと大きな差はなく、沸騰に至る集合体数、被覆管が溶融及び移動によって燃料要

素の損傷に至った集合体数及び燃料崩壊に至る集合体数は、いずれも基本ケースと同じ 2 集合

体であった。本炉心は負のナトリウムボイド反応度を有し、正の反応度効果が小さいため、反応

度が急激に増加するということはなく、全反応度が負のまま燃料は破損に至る。FP ガスは破損

時に燃料の駆動源として働くが、そもそもこのような状況では、破損後の燃料分散による負の反

応度は事象進展には大きな影響はないため、燃料分散による反応度の重要性は低いと言える。加

えて、基本ケースでも崩壊燃料の流動性が小さく、燃料崩壊から 1～3秒程度という短時間でラ

ッパ管の溶融に至るため、燃料崩壊後の反応度変化量は限定的となり、FP ガス保持量の不確か

さを振っても大きな変化は生じなかった。 

 

(6) 結論 

起因過程の ULOFでは、評価項目に関わる重要なパラメータである反応度について、いずれの

不確かさを考慮したとしても基本ケースと同様に臨界（0.0$）を超えることはなかった。すなわ

ち、不確かさの影響を考慮したとしても、起因過程は、出力及び燃料温度が低い状態で推移し、

部分的な炉心損傷のまま後続の遷移過程に移行する。ナトリウムボイド反応度ケースでは損傷

集合体の数が増加しているが、炉心全体の燃料分布は基本ケースと大きく変わらず、遷移過程の

評価で重要な挙動である大規模な燃料移動挙動が表れる段階においては、遷移過程開始時の損

傷集合体に係る状況の違いによる影響はほとんどなくなっていると考えられる。以上の点から、

起因過程の不確かさは遷移過程の事象推移に影響しないと考えられる。 

 

4.2 UTOP 

主な解析結果を第 4.2.1 表に示す。また、反応度履歴を第 4.2.1 図及び第 4.2.2 図に、出力履歴

を第 4.2.3図及び第 4.2.4図に示す。 

 

(1) 基本ケース 

基本ケースにおいては、制御棒引抜きによる反応度の増加によって原子炉出力が上昇し、出力

と燃焼度が共に高い炉心燃料集合体（チャンネル 1と 4（炉心燃料集合体数：2））で燃料要素の

破損に至るが、破損した燃料の分散に伴う反応度の減少によって原子炉出力の上昇は抑えられ、

起因過程の範囲では炉心は部分的な損傷にとどまった。また、反応度は最大でも 0.195$であり

即発臨界（1.0$）を超えることはなく、最大出力は定格出力に対して約 2.5倍、エネルギー放出

の指標である炉心平均燃料温度は起因過程の初期値の約1,025℃から最大値の約1,800℃まで上
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昇するが、その後、原子炉出力の低下に伴い炉心平均燃料温度も低下した。 

 

(2) 制御棒引抜き反応度ケース 

制御棒引抜き反応度ケースについては、過渡開始直後から反応度の増加率が上がり、燃料要素

の破損時刻が早くなっている。これは第 4.2.5 図に示すとおり、制御棒の引抜き反応度の差に

よるものである。しかしながら、燃料要素が破損し、損傷に至る集合体数は基本ケースと同様に

2集合体だけであり、破損後の推移も大きな違いはなかった。 

反応度や出力は制御棒引抜きによる正の反応度投入によって過渡開始時から次第に増加し、

燃料が破損した後、負の燃料移動反応度によって減少する。そのため、最大反応度や最大出力は

燃料の破損する時刻に依存する。燃料の破損条件は燃料の溶融割合、つまりは燃料の温度条件に

対応するが、温度変化は反応度変化や出力変化に対して若干の時間遅れがあるため、反応度の増

加率が上がると、その分最大反応度や最大出力は増加する。制御棒引抜き反応度ケースは基本ケ

ースに比べて反応度の増加率が大きいため、最大反応度や最大出力は基本ケースよりも大きく

なっている。しかしながら、その差は小さく、最大反応度は 0.244$、最大出力は定格出力に対

して約 2.7倍であった。 

以上のとおり、制御棒引抜き反応度の不確かさを保守的に考慮したことによって事象進展が

速くなり、最大反応度や最大出力が増加した。しかしながら、最大反応度は 0.244$と基本ケー

スと大きな差はなく、即発臨界（1.0$）を超えることもなかった。また、燃料の破損に至る集合

体も、基本ケースと同じ 2集合体だけであった。 

 

(3) ナトリウムボイド反応度ケース 

ナトリウムボイド反応度ケースについては、過渡開始直後から反応度の増加率が上がり、燃料

要素の破損時刻が早くなっている。 

ナトリウムボイド反応度ケースではナトリウムボイド反応度の不確かさを保守的に振ったこ

とにより、基本ケースに比べてナトリウムボイド反応度の絶対値が減少しているが、制御棒引抜

き反応度ケースに比べると反応度の変化量が小さいため、事象進展は制御棒引抜き反応度ケー

ス程には速くなっていない。最大反応度や最大出力も制御棒引抜き反応度ケースよりも小さく、

燃料が破損し、損傷に至る集合体も基本ケースと同じ 2集合体だけであった。 

 

(4) ドップラ反応度ケース 

ドップラ反応度ケースについては、ナトリウムボイド反応度ケースと同様の事象推移となっ

ている。UTOP の基本ケースではナトリウムボイド反応度、ドップラ反応度、軸伸び反応度はど

れも同程度の反応度減少量となっており、不確かさ幅が同じであるナトリウムボイド反応度と

ドップラ反応度の感度解析では同程度の反応度変化となるからである。結果、最大反応度や最大

出力はナトリウムボイド反応度ケースと同程度であり、燃料が破損し、損傷に至る集合体も基本

ケースと同じ 2集合体だけであった。 

 

(5) 燃料の軸伸びケース 

[5]
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燃料の軸伸びケースは、ナトリウムボイド反応度ケースやドップラ反応度ケースと同様の事

象推移となっている。上述のとおり UTOPの基本ケースではナトリウムボイド反応度、ドップラ

反応度、軸伸び反応度はどれも同程度の反応度減少量となっており、不確かさ幅も同じである。

そのため、感度解析では同程度の反応度変化となっている。結果、最大反応度や最大出力はナト

リウムボイド反応度ケースやドップラ反応度ケースと同程度であり、燃料が破損し、損傷に至る

集合体も基本ケースと同じ 2集合体だけであった。 

 

(6) 燃料破損条件ケース（溶融割合 0%ケース） 

燃料破損条件ケース（溶融割合 0%ケース）では燃料の破損の同時性が高まり、基本ケースに

比べて燃料が破損し、損傷に至った集合体数は増加した。ただし、その数は 10集合体にとどま

った。破損時の燃料溶融割合が減少したことで、破損直後の燃料移動反応度は基本ケースに比べ

て小さくなるが、破損する集合体数が増加したことによって結果的に燃料移動反応度は基本ケ

ースよりも大きくなっている。燃料の破損後はこの燃料移動反応度によって大きく反応度が減

少し、出力は大きく低下した。基本ケースとの違いは燃料の破損条件であり、燃料の破損後は負

の燃料移動反応度により出力が低下するため、最大反応度と最大出力は破損時刻に依存する。燃

料破損条件ケース（溶融割合 0%ケース）では破損時刻が早くなったため、基本ケースよりも最

大反応度や最大出力は小さくなった。また、損傷集合体の数は増加しているが、破損時の燃料は

ほとんどが未溶融で流動性が低いため、炉心全体の燃料分布は基本ケースと大きく変わらず、遷

移過程の事象推移に大きな影響を与えることはない。 

 

(7) 燃料破損条件ケース（溶融割合 50%ケース） 

燃料破損条件ケース（溶融割合 50%ケース）では破損時刻が大幅に遅れ、基本ケースに比べて

最大出力が増加しているが、それでも定格出力に対して 3.8 倍程度であった。反応度に関して

は、初めのうちは制御棒の引抜きによって反応度が増加するが、出力上昇に対する負の反応度フ

ィードバックによって、次第に反応度の増加が抑えられ、時刻 30 秒付近で減少に転じている。

破損時の燃料溶融割合が大きいことから、破損時に燃料要素内の燃料集中による反応度の増加

が見られるが、最大出力反応度は 0.203$と基本ケースと同程度であった。また、燃料が破損し、

損傷に至る集合体は 1集合体だけであった。 

 

(8) FPガス保持量ケース 

FP ガス保持量ケースは基本ケースと大きな差は生じず、燃料が破損し、損傷に至る集合体も

基本ケースと同じ 2集合体だけであった。正のナトリウムボイド反応度を有する炉心で UTOPが

生じた場合、燃料要素の破損によって冷却材がボイド化し、反応度が増加することによって出力

が上昇する。それによって燃料の溶融が進み、追加的な FPガス放出が生じて燃料の分散に寄与

することとなる。一方、本炉心は炉心全体として負のナトリウムボイド反応度を有しているた

め、燃料要素の破損によって生じる冷却材のボイド化と燃料の分散によって反応度は減少し、燃

料の溶融による追加的な FP ガス放出が生じない。そのため、多くの FP ガスが固体燃料中に保

持されたままとなっており、FP ガスによる燃料分散への影響は比較的小さくなっている。その

[6]
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結果、FPガスの保持量について不確かさを考慮した FPガス保持量ケースについても基本ケース

と同程度の結果となった。 

 

(9) 結論 

起因過程の UTOPでは、評価項目に関わる重要なパラメータである反応度に最も大きな影響を

与える不確かさは制御棒引抜き反応度の不確かさであった。反応度は基本ケースの最大

0.195$に対して、制御棒引抜き反応度の不確かさを考慮した解析ケースでは最大 0.244$と大き

な差はなく即発臨界（1.0$）を超えることはなかった。すなわち、不確かさの影響を考慮したと

しても、起因過程は反応度及び出力の上昇は緩慢であり、その結果、部分的な炉心損傷のまま後

続の遷移過程に移行する。燃料破損条件ケース（溶融割合 0%ケース）では損傷集合体の数が増

加しているが、炉心全体の燃料分布は基本ケースと大きく変わらず、遷移過程の評価で重要な挙

動である大規模な燃料移動挙動が表れる段階においては、遷移過程開始時の損傷集合体に係る

状況の違いによる影響はほとんどなくなっていると考えられる。以上の点から、起因過程の不確

かさは遷移過程の事象推移に影響しないと考えられる。 

 

5. まとめ  

起因過程の不確かさの影響評価として感度解析を行った結果、起因過程においては不確かさの影

響を考慮したとしても、評価項目に関わる重要なパラメータである反応度は基本ケースと大きな差

が生じることはなく、基本ケースと同様に部分的な炉心損傷のまま後続の遷移過程に移行すること

を確認した。また、不確かさの影響を考慮した解析結果の分析から、起因過程の不確かさは遷移過程

の事象推移に影響しないと結論された。 

 

 

[7]
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第
2.
1
表
 
「
常
陽
」
起
因
過
程
解
析
の
不
確
か
さ
（

UL
OF
）
 

項
目
 

不
確
か
さ
の
幅
 

幅
の
設
定
方
法
 

FP
ガ
ス
保
持
量
 

10
0%
 

（
×
約

0.
0）

 
FP

ガ
ス
の
保
持
量
を

0%
（
解
析
上
は
微
小
量
）
に
減
じ
る
。
 

ナ
ト
リ
ウ
ム
ボ
イ
ド
 

反
応
度
 

30
% 

（
負
値
×

0.
7）

 

（
正
値
×

1.
3）

 

炉
心
の
核
設
計
に
お
け
る
不
確
か
さ
（
解
析
精
度
（
約

20
%
以
下
）
及
び
炉
心

構
成
の
違
い
（
約

10
%以

下
））

か
ら
設
定
 

ナ
ト
リ
ウ
ム
ボ
イ
ド
反
応
度
が
負
値
の
領
域
で
は
反
応
度
の
値
を
×
0
.7

と

し
、
ナ
ト
リ
ウ
ム
ボ
イ
ド
反
応
度
が
正
値
の
領
域
で
は
反
応
度
の
値
を
×

1
.3

と
す
る
。
 

ド
ッ
プ
ラ
反
応
度
 

30
% 

（
×
1.
3）

 

幅
の
値
は
同
上
 

UL
OF

で
は
燃
料
温
度
が
低
下
し
て
正
値
と
な
る
た
め
、
反
応
度
の
値
を
×

1
.3

と
す
る
。
 

燃
料
の
軸
伸
び
 

30
% 

（
×
1.
3）

 

幅
の
値
は
同
上
 

UL
OF

で
は
燃
料
温
度
が
低
下
し
て
正
値
と
な
る
た
め
、
反
応
度
の
値
を
×

1
.3

と
す
る
。
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第
2.
2
表
 
「
常
陽
」
起
因
過
程
解
析
の
不
確
か
さ
（

UT
OP
）
 

項
目
 

不
確
か
さ
の
幅
 

幅
の
設
定
方
法
 

FP
ガ
ス
保
持
量
 

10
0%
 

（
×
約

0.
0）

 
FP

ガ
ス
の
保
持
量
を

0%
（
解
析
上
は
微
小
量
）
に
減
じ
る
。
 

制
御
棒
引
抜
き
 

反
応
度
 

約
4.
2￠

/s
で
一
定
 

制
御
棒
位
置
や
実
効
遅
発
中
性
子
割
合
の
不
確
か
さ
等
を
考
慮
し
て
、
反
応
度

添
加
率
を
約

4.
2￠

/s
で
一
定
と
す
る
。
 

ナ
ト
リ
ウ
ム
ボ
イ
ド
 

反
応
度
 

30
% 

（
負
値
×

0.
7）

 

（
正
値
×

1.
3）

 

炉
心
の
核
設
計
に
お
け
る
不
確
か
さ
（
解
析
精
度
（
約

20
%
以
下
）
及
び
炉
心

構
成
の
違
い
（
約

10
%以

下
））

か
ら
設
定
 

ナ
ト
リ
ウ
ム
ボ
イ
ド
反
応
度
が
負
値
の
領
域
で
は
反
応
度
の
値
を
×
0
.7

と

し
、
ナ
ト
リ
ウ
ム
ボ
イ
ド
反
応
度
が
正
値
の
領
域
で
は
反
応
度
の
値
を
×

1
.3

と
す
る
。
 

ド
ッ
プ
ラ
反
応
度
 

30
% 

（
×
0.
7）

 

幅
の
値
は
同
上
 

UT
OP

で
は
燃
料
温
度
が
上
昇
し
て
負
値
と
な
る
た
め
、
反
応
度
の
値
を
×

0
.7

と
す
る
。
 

燃
料
の
軸
伸
び
 

30
% 

（
×
0.
7）

 

幅
の
値
は
同
上
 

UT
OP

で
は
燃
料
温
度
が
上
昇
し
て
負
値
と
な
る
た
め
、
反
応
度
の
値
を
×

0
.7

と
す
る
。
 

燃
料
破
損
条
件
 

溶
融
直
後
 

及
び
 

溶
融
割
合

50
% 

溶
融
割
合
を
破
損
条
件
と
し
て
い
る
た
め
、
基
本
ケ
ー
ス
に
お
い
て
既
に
破
損

位
置
は
保
守
的
な
軸
方
向
中
心
位
置
と
な
っ
て
い
る
。
 

基
本
ケ
ー
ス
に
お
い
て
溶
融
割
合
が

20
%と

な
っ
た
時
点
で
破
損
さ
せ
て
い
た

も
の
を
、
負
の
反
応
度
効
果
を
有
す
る
燃
料
分
散
の
抑
制
と
い
う
観
点
か
ら
、

保
守
性
を
考
慮
し
て
燃
料
溶
融
開
始
直
後
と
す
る
。
 

負
の
反
応
度
効
果
を
有
す
る
燃
料
分
散
の
開
始
を
遅
ら
せ
る
と
い
う
観
点
か

ら
、
保
守
性
を
考
慮
し
て
溶
融
割
合
が

50
%と

な
っ
た
時
点
で
破
損
さ
せ
る
。
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第 4.1.1表 感度解析の結果（ULOF） 

 解析結果 

解析ケース 
沸騰開始 

（秒） 

燃料の 

崩壊開始 

（秒） 

最大出力 

（％） 

最大 

全反応度 

（＄） 

ラッパ管 

溶融 

（秒） 

損傷 

集合体数 

（体） 

基本ケース 45.5 70.3 ＜ 100 ＜ 0.0 71.7 2 

ナトリウムボイド 

反応度ケース 
39.4 59.3 ＜ 100 ＜ 0.0 60.0 5 

ドップラ 

反応度ケース 
44.5 68.6 ＜ 100 ＜ 0.0 70.7 2 

燃料の軸伸びケース 44.8 67.9 ＜ 100 ＜ 0.0 69.4 2 

FPガス 

保持量ケース 
45.5 70.3 ＜ 100 ＜ 0.0 71.3 2 

第 4.2.1表 感度解析の結果（UTOP） 

 解析結果 

解析ケース 
沸騰開始 

（秒） 

燃料要素 

破損開始 

（秒） 

最大出力 

（％） 

最大 

全反応度 

（＄） 

ラッパ管 

溶融 

（秒） 

損傷 

集合体数 

（体） 

基本ケース - 27.9 255 0.195 31.6 2 

制御棒引抜き 

反応度ケース 
- 20.2 270 0.244 23.6 2 

ナトリウムボイド 

反応度ケース 
- 26.3 257 0.203 30.2 2 

ドップラ 

反応度ケース 
- 25.6 259 0.208 29.4 2 

燃料の軸伸びケース - 26.2 257 0.202 30.4 2 

燃料破損条件ケース 

（溶融割合 0%ケース） 
- 21.1 206 0.183 26.8 10 

燃料破損条件ケース 

（溶融割合 50%ケース） 
- 42.5 374 0.203 44.4 1 

FPガス 

保持量ケース 
- 27.9 255 0.195 31.9 2 

[10]
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第 2.1図 ＳＡＳ４Ａ解析体系における冷却材密度反応度マップ 

 

反応度を 1.3倍とする 

領域（正の領域） 

反応度を 0.7倍とする 

領域（負の領域） 
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※ CR：制御棒、BR：後備炉停止制御棒、CMIR：材料照射用反射体 

 Ch.6及び Ch.19：B型照射燃料集合体、Ch.20：C型照射燃料集合体 

 

第 3.1図 ＳＡＳ４Ａ解析におけるチャンネルの配置図 

  

A：バッチ数 

B：出力－流量比 

C：SAS4A 解析上のチャンネル番号 
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第 3.2図 炉心燃料集合体の模式図とＳＡＳ４Ａ解析体系 

 

第 4.1.1図 反応度履歴（ULOF）（1/2） 
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第 4.1.2図 反応度履歴（ULOF）（2/2） 

  

第 4.1.3図 出力履歴（ULOF）（1/2） 
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第 4.1.4図 出力履歴（ULOF）（2/2） 

 

第 4.2.1図 反応度履歴（UTOP）（1/2） 
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第 4.2.2図 反応度履歴（UTOP）（2/2） 

   

第 4.2.3図 出力履歴（UTOP）（1/2） 
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第 4.2.4図 出力履歴（UTOP）（2/2） 

 

第 4.2.5図 制御棒の引抜きにより投入される反応度（UTOP） 
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 No.225  

再配置・冷却過程に係る損傷炉心物質の炉心からの流出の不確かさについて 

 

1. 再配置・冷却過程の解析について 

起因過程及び遷移過程を経て事故が核的に収束（反応度が再び正にもどることのない深い未臨界

状態に移行）した後も損傷した炉心燃料の崩壊熱による発熱によって事故は更に進展する。原子炉容

器内での損傷炉心物質の再配置挙動には、崩壊熱による残留炉心物質の溶融と流出挙動に依存して

大きな変動幅があるため、事象推移に関して基本となるシナリオを想定した上で、先行する遷移過程

における熱エネルギーの放出状況、及び残留炉心物質の溶融と炉心からの流出挙動（炉心物質の量及

び形態）に応じた再配置挙動を検討し、想定される再配置場所での炉心物質の量及び形態に基づいて

冷却挙動の解析を行うこととする。 

原子炉容器内での損傷炉心物質の再配置場所としては、第 1.1 図に示すように、エネルギー放出

が小さい緩慢なシーケンスにおいては下部プレナム底部及び炉心領域が、また、大きなエネルギー放

出を伴う場合には上部プレナムに放出された損傷炉心物質が堆積する炉心支持台上面（炉心構造物

を支持する水平構造物の上面）及び材料照射ラック底部が対象となる。 

 

2. 損傷炉心物質の炉心からの流出の不確かさ 

エネルギー放出が小さい緩慢なシーケンスでは、溶融炉心物質（燃料及びスティール）は炉心部か

ら一部は周囲の反射体・遮へい集合体のラッパ管間ギャップに流出し固化する。遷移過程終状態の残

留炉心物質は未溶融又は再固化した燃料と溶融スティールの混合物となり、崩壊熱によって長時間

のうちに徐々に再溶融する。その後、炉心内で溶融した燃料は制御棒駆動機構下部案内管及び後備

炉停止制御棒駆動機構下部案内管（以下「LGT」という。）を通じて下部プレナムへ流出し、そこ

でサブクールされたナトリウムによって効果的にクエンチ・微粒化して原子炉容器底部に粒子状の

デブリベッドとして堆積する。溶融炉心物質の残りは炉心部及びその周辺に残留する。 

第 2.1 図にそれぞれの再配置場所における燃料量を示す。下部プレナムへの損傷炉心物質の流出

量は流出タイミングに依存する。基本ケースとして想定した流出タイミングは、 

① 損傷炉心物質が崩壊熱によって徐々に溶融する状況で、溶融した損傷炉心物質が LGT を通

じて順次下部プレナムへ流出する場合 

である。流出タイミング①において、溶融した残留炉心物質の一部は LGT を通り下部プレナムへ流

出するが、炉心に残留する燃料の量が初期燃料インベントリ（以下「インベントリ」という。）の約

50%を下回ると、発熱と炉心周辺構造への熱損失がバランスして燃料はそれ以上溶融しなくなり、下

部プレナムへの流出は停止する。他方、遷移過程の基本ケースの終状態ではインベントリの約 30%が

炉心周囲の反射体及び遮へい集合体のラッパ管間ギャップに移行して固化している。再配置・冷却過

程では、炉心部残留量または下部プレナムへの移行量を保守的に評価するため、炉心周囲への移行量

を少なめのインベントリの約 20%と想定することとし、その場合下部プレナムに移行可能な溶融燃料

はインベントリの約 30%である。 

損傷炉心物質の炉心からの流出の不確かさを考える場合、下部プレナムへ流出し得る燃料量を最

大限見積もるための流出タイミングは、 
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② 損傷炉心物質が溶融開始後も炉心内にとどまり、溶融量が蓄積した後に下部プレナムへ流

出する場合 

である。流出タイミング②では炉心物質の溶融量の増加と炉心物質の温度上昇の結果として炉心周

囲への熱損失が増加し、崩壊熱の低下も重畳して、ある値以上は溶融量が増加しなくなる。炉心物質

の最大溶融量として得られたインベントリの約 70%が損傷炉心物質の炉心からの流出量の不確かさ

の上限となる。 

 

3. 損傷炉心物質の炉心からの流出の不確かさの影響評価 

炉心からの流出量の不確かさの影響については、評価項目である「原子炉冷却材バウンダリの健全

性」の観点から最も重要となる原子炉容器底部に形成されるデブリベッドの冷却性を解析した。具体

的にはインベントリの約 70％の炉心物質からなるデブリベッドの冷却挙動を計算コードＳｕｐｅｒ

－ＣＯＰＤのデブリ熱計算モジュールで解析した。デブリベッドの性状については、炉心物質を用い

た試験結果等に基づいて、デブリ粒子径 400µm、空隙率 0.6とする。原子炉容器底部にデブリベッド

が形成される時刻は、崩壊熱の減衰の観点から保守的なタイミングとして、遷移過程の基本ケースの

終状態における残留炉心物質のうちインベントリの約 70%の炉心物質が再溶融する時刻（事象発生か

ら約 1,200 秒後）とする。第 3.1 図に原子炉容器底部に堆積したデブリベッド最高温度の履歴を示

す。デブリベッド最高温度は事象発生から約 1,800秒後に約 720℃まで上昇するが、その後は崩壊熱

の減衰と共に低下した。 

ここで、デブリベッドにより高温条件（最高温度約 720℃）となる原子炉容器底部の鏡板では、原

子炉容器自重、ナトリウム重量及びデブリベッド重量により発生する応力は 2.8MPa（1次応力）であ

り、SUS304 について 900℃を超える温度条件で得られているクリープ試験結果(第 3.2 図)に対して

有意に小さくクリープ破断は発生しないと判断できる。 

以上のことから、不確かさの影響を考慮しても、原子炉容器底部に堆積したデブリベッドは周囲の

冷却材や構造材による除熱と崩壊熱の低下によって安定的に冷却される。したがって、原子炉容器底

部の鏡板がクリープ破損することはなく、また、炉心溶融物質等が原子炉容器内で安定に保持・冷却

される。 

 

[19]
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第 1.1図 損傷炉心物質の最終的な再配置場所 

 

 

第 2.1図 それぞれの再配置場所における燃料量 
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第 3.1図 デブリベッド最高温度の履歴 

 

 

第 3.2図 SUS304のクリープ破断時間と応力の関係(900℃から 1,000℃) 
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遷移過程における溶融燃料－冷却材相互作用（FCI）の想定について 

 

「常陽」の炉心流量喪失時原子炉停止機能喪失（以下「ULOF」という。）及び過出力時原子炉停

止機能喪失（以下「UTOP」という。）の事故シーケンスに対する格納容器破損防止措置の有効性評

価においては、炉心損傷の進展の中で溶融燃料が冷却材のナトリウムと接触すれば両者の間の急

激な熱伝達により冷却材の急激な沸騰や圧力発生に至る可能性があるため、その機械的影響が重

要となる。以下には、遷移過程解析における溶融燃料－冷却材相互作用（以下「FCI」という。）の

特徴と取扱いについて述べる。 

 

１．ULOF及び UTOPの事故シーケンスの遷移過程における FCI  

遷移過程においてはいくつかのモードで FCI の発生に至る可能性が考えられる。第 1 に、起

因過程と同様に、未沸騰又は部分沸騰状態の燃料集合体において燃料要素が溶融すると、冷却

材と接触・混合して FCI が発生する可能性がある。第 2 に溶融燃料が炉心上下や周囲の低温領

域に移動して冷却材と接触・混合して FCI が発生する可能性がある。第 3 に低温状態にある制

御棒下部案内管又は径方向集合体のラッパ管が溶融燃料により破損した場合は内部の冷却材と

の間で FCI が発生する可能性がある。これらの FCI 自体は局所的な現象でありその発生圧力が

過大になることはないが、FCIに駆動される燃料移動は大きな反応度効果を持つ。 

第 1 の燃料要素溶融時の FCI は集合体のラッパ管が健全な状態で発生する FCI であって炉心

全体の燃料の凝集による大きなエネルギー発生を伴う厳しい即発臨界を引き起こすことはない。

また、「常陽」の冷却材ボイド反応度は、ほぼ全炉心で負であるため、ULOFの事故シーケンスで

の事故進展は低下した炉出力によって緩慢に進む。したがって、燃料の溶融は集合体内のナト

リウムが沸騰によって排除されてドライアウトしてから起きることになり、この FCI が起きる

可能性は極めて小さい。第 2 の炉心周囲の低温領域での FCI は炉心の損傷規模が拡大してから

溶融した炉心物質が集合体の上下ピン束又は先行して破損している制御棒下部案内管内に移動

して残存しているナトリウムと接触することで発生する。発生箇所を中心として燃料を分散さ

せるため、厳しい即発臨界を引き起こすことはないが、偶発的に複数箇所で同時に発生して燃

料を凝集させる状況を想定すれば、燃料の集中を駆動する可能性もある。第 3 の制御棒下部案

内管破損時の FCI は後述する EAGLE 試験の知見によると発生する圧力は小さく、炉心内の燃料

の動きを駆動することはないと考えられる。 

以上のことから、「常陽」における遷移過程のように、事象進展が緩慢で炉心周辺に冷却材が

残存した状態で炉心溶融が進行するような場合においては、第 2のモードが重要となる。 

 

２．溶融 UO2とナトリウムの FCIの実験的知見  

既存の溶融UO2とナトリウムの FCIを実現した実験的知見を第2.1表にまとめる[1]〜[6]。また、

代表的な試験である、CORECT-II、FARO-TERMOS、CAMEL 試験の試験装置の概念図を第 2.1図〜第

[22]
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2.3 図に示す。様々な FCI の発生状況を想定した試験が行われている。大きな圧力ピークが測

定されているのは CORECT-II 試験のケース 21 の約 12MPa、ケース 18 の約 7MPa、ケース 12B の

約 6.6MPaであるが、前者 2 つの試験ケースは閉じ込められた狭い空間内に強制的にナトリウム

を注入した条件での FCI、最後のケース 12Bは高温融体上にナトリウムを注入する試験であり、

いずれの試験も前述した第 2 のモードである炉心周囲で発生する FCI の発生状況を模擬した試

験には該当しない。また、FARO-TERMOS試験においても約 6MPaの圧力ピークが測定されている

が、この試験は約 140kgの溶融 UO2を 5mの高さからナトリウムプール中へ落下させた試験であ

り、炉心内の局所的な FCI の知見として用いるには適切ではない。炉心内での FCI の発生状況

に近い状況を模擬した試験としては、CORECT-IIケース 22、CAMEL C6、EAGLE ID1試験がある。

これらの発生圧力は CORECT- IIのケース 22が約 4.3MPa、CAMEL C6が約 4MPa、EAGLE ID1は極

めて緩慢で約 0.15MPa である。 

 

３．遷移過程解析における FCIの扱い  

ＳＩＭＭＥＲを用いた遷移過程の解析においては、炉心内の損傷領域の拡大と炉心物質の動

きに従って解析されているが、「常陽」の遷移過程は低出力、かつ、低温（大半の燃料は固化状

態）のまま推移するため、有意な FCI 現象は発生していない。他方、大きな反応度効果を駆動

する可能性のある炉心周辺部の FCI 現象については、制御棒破損時に発生する FCI は EAGLE の

知見に基づけば数気圧程度の極めて限定された圧力発生にとどまることが示されており、また

CAMEL C6 又は CORECT-II ケース 22 のように強制的に高温融体とナトリウムを接触させた試験

においても約 4MPa程度の発生圧力である。FCIの不確かさに係る感度解析では基本ケースで燃

料集中による即発臨界が発生する直前に、燃料集中を促進する位置にある外側炉心の制御棒下

部案内管 2 カ所で同時に約 8MPa の圧力が発生するという仮想的な条件の下での保守的な解析

を行ってその影響を評価した。 

 

４．大規模 FCIの発生可能性について 

「常陽」ＭＫ－Ⅳ炉心の燃料インベントリは高々1 トン程度であり（大型軽水炉では 100 ト

ン以上であるのに対して）、また、ULOFの事故シーケンスにおいてはそもそも大量の溶融燃料が

冷却材のナトリウムと混合する状況は考えられない。一般に、大規模な FCI が発生するために

は、安定膜沸騰条件下で溶融燃料とナトリウムとの大規模な粗混合状態が形成される必要があ

るとされている[7]。一方、ナトリウム冷却高速炉においては、ナトリウムの熱伝導度が高いた

めに溶融燃料とナトリウムの接触界面温度は安定膜沸騰の発生条件をはるかに下回り、液－液

接触状態が維持されるため、大規模な粗混合状態が形成されることはない[2]。したがって、大

規模な FCIは原理的に回避できる。 

 

５．まとめ 

上述の通り、「常陽」ＭＫ－Ⅳにおいては、炉心の燃料インベントリが高々1トン程度であり、

炉心損傷の事故シーケンスにおいて大量の溶融燃料が冷却材と混合する状況は考えられないこ

[23]
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と、またナトリウム冷却炉においては、溶融燃料とナトリウム間に安定膜沸騰が発生し得ない

ために大規模な粗混合状態が形成されないことから、大規模な FCIは原理的に発生しない。 

他方、大規模な FCI は無いとしても、炉心損傷の進展の過程で溶融燃料と冷却材が接触・混

合して FCI（ナトリウム蒸気の発生）を生じることは当然考えられる。特に、全炉心規模で炉心

が損傷した遷移過程において、炉心周辺で発生する FCI によって燃料が集中することによって

即発臨界を超過する可能性については、実験的な知見に基づいた十分に保守的な条件を用いて

不確かさを包絡する解析をＳＩＭＭＥＲ-Ⅳによって適切に行っている。 

以 上 

  

[24]
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第 2.1図 CORECT-II 試験装置概念図 

 

 

第 2.2図 FARO-TERMOS試験装置概念図 
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第 2.3図 CAMEL試験装置概念図 
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 No.229  

プラグ応答及びナトリウム噴出量の解析について 

 

事象グループ「炉心流量喪失時原子炉停止機能喪失（以下「ULOF」という。）」の格納容器破損防

止措置の有効性評価は、事象進展をいくつかの過程に分けて行う。機械的エネルギーによる構造応答

評価及びナトリウム噴出量の評価の過程（以下「機械的応答過程」という。）は、機械的エネルギー

の解析、原子炉容器の構造応答解析及びナトリウム噴出量の解析を組み合わせることにより行う。機

械的応答過程の解析の流れを第 1図に示す。 

ナトリウム噴出量の解析では、先行して実施される機械的エネルギーの解析により得られる、回転

プラグ下面に作用する圧力の時間履歴を入力として、ＰＬＵＧを用いて回転プラグ及び固定ボルトの

応答並びに回転プラグの間隙から格納容器（床上）へ噴出するナトリウム量を解析する。 

以下に、ナトリウム噴出量の解析の目的、解析方法、解析ケース、解析条件及び解析結果について

記す。 

 

1. 解析の目的 

この解析では、機械的エネルギー発生時の原子炉容器内圧力上昇によって引き起こされる回転プラ

グの動的応答と、これに伴い回転プラグの間隙から格納容器（床上）に噴出するナトリウム量を評価

することを目的とする。 

 

2. 解析方法 

ナトリウム噴出量の解析はＰＬＵＧを用いて行う。ＰＬＵＧは、回転プラグ下面に作用する圧力履

歴による回転プラグの動的応答と、回転プラグ間隙を通じて格納容器（床上）へと噴出するナトリウ

ム量を解析する計算コードである。 

ＰＬＵＧの主要な入力は、回転プラグの重量及び受圧面積、回転プラグの固定ボルトの幾何形状及び

材料特性並びに回転プラグ下面に作用する圧力の時間履歴である。これらを入力として回転プラグの

動的応答を解析し、回転プラグの変位、固定ボルトのひずみ及び格納容器（床上）に噴出するナトリウ

ム量を計算する。 

なお、格納容器（床上）へのナトリウムの噴出経路となる回転プラグ間隙部の空間体積は初期には

アルゴンガスにより満たされているため、この空間が流入してくるナトリウムで満たされた後に初め

て格納容器（床上）にナトリウムが噴出することになる。すなわち、回転プラグ間隙部の空間に流入

するナトリウム量がこの空間体積よりも少ない場合、格納容器（床上）へのナトリウムの噴出は生じ

ない。 

 

3. 解析ケース 

機械的エネルギーの解析における基本ケース（機械的エネルギー1.8MJ）及び不確かさを考慮した

ケース（機械的エネルギー3.6MJ）の 2ケースとする。 

 

[29]
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4. 解析条件 

4.1. 解析体系 

ＰＬＵＧによるナトリウム噴出量の解析の解析体系を第 4.1.1図に示す。解析体系作成の方針は以

下の通り。 

 回転プラグを構成する大回転プラグ、小回転プラグ及び炉心上部機構をモデル化し、各プラグに

作用する圧力に対する力の伝達経路を同定して、作用の及ぶ固定ボルトをモデル化する。回転プ

ラグの重量、受圧面積、固定ボルトの材質、呼び径、有効長及び本数を第 4.1.1表に示す。 

 カバーガスの存在は無視して、ナトリウムは最初から回転プラグ下面に接しているものとする。 

 ナトリウムの噴出経路となる回転プラグ間隙部の垂直部分は環状流路として、水平部分は矩形流

路としてモデル化する。 

 

4.2. 基本ケースの解析条件 

基本ケースの解析条件及び解析上の仮定は以下のとおり。 

 回転プラグ下面に作用する圧力の履歴は、機械的エネルギーの解析の結果得られる圧力履歴を用

いる。大回転プラグ及び小回転プラグの下面は同一高さに位置するため同じ圧力履歴を用いる。

炉心上部機構の下面はこれより 3.6mほど下方であるため、該当する高さの圧力履歴を用いる。

第 4.2.1図に基本ケースの入力となる回転プラグ下面に作用する圧力履歴を示す。 

 回転プラグが衝突する際の反発は、反発係数を考慮した反発モデルを用いて計算する。 

 ボルトが初期に締め付けられている場合はその初期締め付け力を考慮する。 

 

4.3. 不確かさを考慮したケースの解析条件 

不確かさを考慮したケースの解析は、基本ケースに対して、入力する圧力履歴のみを変更して

行う。第 4.3.1 図に不確かさを考慮したケースの入力となる回転プラグ下面に作用する圧力履歴

を示す。 

 

5. 解析結果 

5.1. 基本ケースの解析結果 

第 5.1.1図に各回転プラグの動的応答の解析結果を示す。炉心上部機構及び小回転プラグは大回転

プラグと一体となって変位し、大回転プラグとの相対変位は生じない。大回転プラグは 80ms程度の

短時間だけ、最大約 1.2mm上向きに浮き上がるが、原子炉容器内の圧力がプラグの浮き上がりに必要

な圧力以下に低下すると、支持フランジ上に着座する。炉心上部機構及び小回転プラグのボルトには

初期ひずみ以外のひずみは生じておらず、これらプラグと大回転プラグとの相対変位は生じていな

い。ボルトの降伏ひずみは入力により降伏応力に相当する 0.385%と設定しており、いずれのボルトも

塑性変形に至っていない。動的なひずみが生じた大回転プラグの固定ボルトのひずみは最大で 0.07%

であり、JIS規格における常温の破断伸び 15％と比べて十分小さく、破断には至らない。各回転プラ

グの間隙内に流入するナトリウム量（積算値）は大回転プラグで 6.6kgであり、小回転プラグ及び炉

心上部機構ではナトリウムはプラグ間隙内に流入しない。大回転プラグの間隙内に保持可能なナトリ

ウム質量（回転プラグ間隙の容積に相当）は約 520kgであり、間隙内への流入量がこれを十分下回る

[30]
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ことから、基本ケースでは格納容器（床上）にナトリウムは噴出しない。 

以上から、ボルトの健全性が損なわれることはなく、回転プラグは垂直上方向へ変位するものの短

時間のうちに自重で落下・着座し、回転プラグ部の気密性は確保され、原子炉容器内から格納容器床

上へのナトリウムの噴出は生じない。 

 

5.2. 不確かさを考慮したケースの解析結果 

第 5.2.1図に各プラグの動的応答の解析結果を示す。約 200msまで各プラグは一体となって変位す

るが、200ms以降はボルト強度の相違及び衝突による運動エネルギーの受け渡しの影響を受けて、各

プラグが独立に変位し相対変位が生じている。約 200msまで各プラグが一体となって変位する理由

は、炉心上部機構が初期締め付け力約 100MPaで小回転プラグに固定されていること及び小回転プラ

グが初期締め付け力約 200MPaで大回転プラグに固定されていることによる。800ms以降、原子炉容器

内の圧力が回転プラグの浮上に要する圧力（約 0.24MPa）を下回ると、各プラグは被搭載プラグある

いは大回転プラグ支持フランジ上に着座する。各プラグの固定ボルトの降伏ひずみは入力により降伏

応力に相当する 0.385%と設定しており、すべての回転プラグでボルトが塑性変形するものの、ひずみ

は最大でも 1.6%であり、JIS規格における常温の破断伸び 15％より十分小さく、破断には至らない。

第 5.2.2図には各回転プラグの間隙内に流入するナトリウム量（積算値）を示す。各図における黒点

線は当該回転プラグに対応する回転プラグ間隙内に保持可能なナトリウム質量（回転プラグ間隙の容

積に相当）を表す。回転プラグ間隙内に流入するナトリウム量が、この保持可能なナトリウム量以下

であれば、回転プラグ間隙を通じた格納容器（床上）へのナトリウムの噴出は生じない。この解析で

は、炉心上部機構、小回転プラグ及び大回転プラグの間隙内にそれぞれ 31kg、29kg及び 185kgのナ

トリウムが流入した。しかし、回転プラグ間隙へのナトリウムの流入量は同間隙の保持可能なナトリ

ウム量を下回り、したがってナトリウムは原子炉容器内から格納容器（床上）に噴出しない結果とな

った。以上から、ボルトの健全性が損なわれることはなく、回転プラグは垂直上方向へ変位するもの

の短時間のうちに自重で落下・着座し、回転プラグ部の気密性は確保され、原子炉容器内から格納容

器（床上）へのナトリウムの噴出は生じない。 

 

6. まとめ 

ULOFの機械的応答過程における回転プラグの応答及びナトリウム噴出を解析した。基本ケースでは

次のような結果となった。 

 回転プラグを構成する各プラグを固定するボルトのひずみは最大で 0.07％であり、破断伸びで

ある 15％より十分小さく、ボルトの健全性は維持される。 

 機械的負荷により回転プラグは短時間の間、垂直上方向へ変位するものの、一時的に形成され

るプラグ間の間隙を通じてのナトリウムの格納容器（床上）への噴出は生じない。 

不確かさの解析ケースでは次のような結果となった。 

 回転プラグを構成する各プラグを固定するボルトのひずみは最大で 1.6％であり、破断伸びで

ある 15％より十分小さく、ボルトの健全性は維持される。 

 機械的負荷により回転プラグは短時間の間、垂直上方向へ変位するものの、一時的に形成され

るプラグ間の間隙を通じてのナトリウムの格納容器（床上）への噴出は生じない。 
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以上のことから、発生する機械的エネルギーの不確かさを考慮したとしても、格納容器（床上）へ

のナトリウムの噴出は生じないことが確認できた。これにより、評価項目の一つである「ナトリウム

が格納容器（床上）に噴出する場合にはナトリウムの燃焼等に対して、格納容器健全性が維持できる

こと」に対して、ナトリウムが格納容器（床上）に噴出しないことをもって評価項目を満足しうるこ

とが確認できた。 

 

  

[32]
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第 4.1.1表 各回転プラグの重量、受圧面積、固定ボルトの材質、外径、有効長及び本数 

 プラグ重量

(ton) 

プラグ受圧面

積(m2) 

ボルト材質 ボルトねじ山

部外径(mm) 

ボルト有効

長(mm) 

ボルト

本数 

大回転プラグ 143 8.1 SCM435 40※ 1840 35 

小回転プラグ 96 3.2 SCM435 30 450 36 

炉心上部機構 13 0.90 SCM435 33 230 24 

※ 大回転プラグのボルトはねじ山部外径ではなく、軸力を支持する支柱部の外径。 
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第 1図 機械的応答過程の解析の流れ 
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第 4.1.1図 ＰＬＵＧによるナトリウム噴出量の解析の解析体系 
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(A) 大回転プラグ及び小回転プラグの下面に作用する圧力 

 

 

(B) 炉心上部機構の下面に作用する圧力 

 

第 4.2.1図 回転プラグ下面に作用する圧力履歴（基本ケース） 
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(A) 大回転プラグ及び小回転プラグの下面に作用する圧力 

 

 

(B) 炉心上部機構の下面に作用する圧力 

 

第 4.3.1図 回転プラグ下面に作用する圧力履歴（不確かさを考慮したケース） 
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第 5.1.1図 各回転プラグの動的応答（基本ケース） 

 

 

第 5.2.1図 各回転プラグの動的応答（不確かさを考慮したケース）  
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第 5.2.2図 各回転プラグの間隙内に流入するナトリウム量（積算値）（不確かさを考慮したケース） 
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